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工事現場に掲げる標識類について 

令和７年７月 

大垣市 
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 工事現場に掲げる標識類について 

建設業法等により、請負業者は工事現場における標識類の掲示が義務付け

られています。 

主な標識類は以下のとおりで、種類により掲示義務の発生条件、掲示場

所が異なります。 

１ 建設業の許可票 

２ 労災保険関係成立票 

３ 解体工事業者登録票（対象工事の場合） 

４ 施工体系図 

５ 再下請負通知書を元請負人に提出すべき旨の掲示 

６ 建設業退職金共済（建退共）制度適用事業主の現場標識 

７ 再生資源利用（促進）計画の掲示（対象工事の場合） 

８ 道路使用許可証の掲示 

９ 有資格者票（掲示が望ましい） 

10 作業主任者票 

11 緊急時連絡体制表 

12 安全管理組織図 

13 事前調査結果及び建築物等の解体等の作業に関するお知らせに係る 

掲示（対象工事の場合） 

14 産業廃棄物保管場所（対象工事の場合） 

15 その他（関係法令の許認可標識） ※該当法令に準じ掲示 
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１ 建設業の許可票 

⑴ 掲示場所 

工事現場の公衆の見やすい場所 

⑵ 標識寸法 

(縦)25 ㎝以上 × (横)35 ㎝以上 

⑶ 掲示根拠 

・建設業法 第 40 条 

・建設業法施行規則 第 25 条第 1 項，第 2 項 

⑷ その他 

・元請の会社は掲示すること。下請の建設業者については掲示を要し

ません。 

・許可内容を明らかに誤認させるような表示は、業法で禁止されてい

るので注意が必要。（建設業法第 40 条の 2） 
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２ 労災保険関係成立票 

⑴ 掲示場所 

工事現場の公衆の見やすい場所 

⑵ 標識寸法 

・(縦)25 ㎝以上 × (横)35 ㎝以上 

・地色 白 

・文字 黒 

⑶ 掲示根拠 

・労働者災害補償保険法施行規則 第 49 条 

・労働保険の保険料の徴収等に関する法律施行規則 第 77 条 

※保険関係成立年月日･･･会社設立当時、会社が保険関係成立届を労働監督署に届けた日。 

         【運用として、各工事の工事着手した日でもかまわない。※労基署】 
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３ 解体工事業者登録票 

⑴ 掲示場所 

工事現場の公衆の見やすい場所 

⑵ 標識寸法 

(縦)25 ㎝以上 × (横)35 ㎝以上 

⑶ 掲示根拠 

・建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律 

・第 21 条（解体工事業者の登録）、第 33 条（標識の掲示） 

⑷ その他 

・土木工事業、建築工事業又はとび、土工工事業の建設業許可を持た

ない者が解体業を営もうとする場合は、元請・下請けに係わらず解

体工事業者の登録と、解体時業者登録票の掲示が必要 

・登録は、解体工事を行う区域を管轄する都道府県ごとに必要 
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４ 施工体系図 

⑴ 掲示場所 

工事関係者が見やすい場所及び工事現場の公衆の見やすい場所 

（両方を兼ねることも可） 

⑵ 標識寸法 

規定なし（読みやすい大きさにすること） 

⑶ 掲示根拠 

・建設業法 第 24 条の 8 第 4 項 

・公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律 第 15 条第 1項 

元請建材（株）・〇〇 (有）一次下請工業・〇〇 （株）二次下請建設・〇〇

〇〇　〇〇 〇〇　〇〇 〇〇　〇〇

〇〇　〇〇 茨城県知事　第YYYYY号 茨城県知事　第ZZZZZ号

〇〇　〇〇 一般 / 特定 一般 / 特定 一般 / 特定 一般 / 特定

〇〇　〇〇 〇〇　〇〇 〇〇　〇〇

担 当 工 事 内 容 電気工事 〇〇　〇〇 〇〇　〇〇

元 方 安 全 衛 生 管 理 者 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無

担 当 工 事 内 容 〇〇　〇〇

統 括 安 全 衛 生 責 任 者

〇〇　〇〇

〇〇　〇〇

一般 / 特定 一般 / 特定 一般 / 特定 一般 / 特定

有　　　・　　　無 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無

一般 / 特定 一般 / 特定 一般 / 特定 一般 / 特定

有　　　・　　　無 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無

一般 / 特定 一般 / 特定 一般 / 特定 一般 / 特定

有　　　・　　　無 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無

施  工  体  系  図

発 注 者 名 茨城県〇〇〇〇事務所

工期
　自　　　　令和３年　    　　 　４月　　  　 　２１日

　至　　　　令和３年　    　　 １０月　　  　 　１５日工 事 名 称
国補〇〇第〇〇－〇〇－〇〇〇－〇－〇〇〇号
橋梁下部工事（AAA橋）

監 理 技 術 者 補 佐 名 一般 / 特定の別 一 般 / 特 定 の 別 一 般 / 特 定 の 別 一 般 / 特 定 の 別

監 理 技 術 者 名
主 任 技 術 者 名

許 可 番 号

会 社 名 ・ 事 業 者 ID 会 社 名 ・ 事業 者 ID

監 督 員 名 代 表 者 名 代 表 者 名 代 表 者 名 代 表 者 名

元 請 名 ・ 事 業 者 ID 会社名・事業者ID 会 社 名 ・ 事 業 者 ID

許 可 番 号

専 門 技 術 者 名 安全衛生責任者

特定専門工事
の該当

専 門 技 術 者 専 門 技 術 者 専 門 技 術 者 専 門 技 術 者

安 全 衛 生 責 任 者 安 全 衛 生 責 任 者 安 全 衛 生 責 任 者

主 任 技 術 者 主 任 技 術 者 主 任 技 術 者 主 任 技 術 者

会          長

　工期 令和３年４月２４日～令和３年６月３０日 　工期 令和３年４月２８日～令和３年７月３０日 　工期

専 門 技 術 者 名
特定専門工
事の該当

特定専門工事
の該当

年　　月　　日～　　　年　　月　　日

会社名・事業者ID 会 社 名 ・ 事 業 者 ID 会 社 名 ・ 事 業 者 ID 会 社 名 ・ 事業 者 ID

担当工事
内　　　容

担当工事
内　　　容

担当工事
内　　　容

担当工事
内　　　容

副    会    長

代 表 者 名 代 表 者 名 代 表 者 名 代 表 者 名

許 可 番 号 許 可 番 号 許 可 番 号 許 可 番 号

主 任 技 術 者

特定専門工

事の該当

特定専門工事

の該当

特定専門工事

の該当

特定専門工事

の該当

一 般 / 特 定 の 別

安全衛生責任者 安 全 衛 生 責 任 者 安 全 衛 生 責 任 者 安 全 衛 生 責 任 者

主 任 技 術 者

専 門 技 術 者 専 門 技 術 者 専 門 技 術 者

担当工事
内　　　容

担当工事
内　　　容

担当工事
内　　　容

担当工事
内　　　容

工
事

工
事

　工期 年　　月　　日～　　　年　　月　　日

会社名・事業者ID 会 社 名 ・ 事 業 者 ID 会 社 名 ・ 事 業 者 ID 会 社 名 ・ 事業 者 ID

　工期 年　　月　　日～　　　年　　月　　日 　工期 年　　月　　日～　　　年　　月　　日 　工期 年　　月　　日～　　　年　　月　　日

特定専門工事
の該当

特定専門工事
の該当

特定専門工事
の該当

一 般 / 特 定 の 別 一 般 / 特 定 の 別

安全衛生責任者 安 全 衛 生 責 任 者 安 全 衛 生 責 任 者 安 全 衛 生 責 任 者

主 任 技 術 者 主 任 技 術 者 主 任 技 術 者

代 表 者 名 代 表 者 名 代 表 者 名

許 可 番 号 許 可 番 号 許 可 番 号 許 可 番 号

一般 / 特定の別 一 般 / 特 定 の 別

専 門 技 術 者 専 門 技 術 者 専 門 技 術 者

担当工事
内　　　容

担当工事
内　　　容

担当工事
内　　　容

担当工事
内　　　容

工

事

工

事

　工期 年　　月　　日～　　　年　　月　　日

会社名・事業者ID 会 社 名 ・ 事 業 者 ID 会 社 名 ・ 事 業 者 ID 会 社 名 ・ 事業 者 ID

　工期 年　　月　　日～　　　年　　月　　日 　工期 年　　月　　日～　　　年　　月　　日 　工期 年　　月　　日～　　　年　　月　　日

主 任 技 術 者 主 任 技 術 者

特定専門工
事の該当

特定専門工事
の該当

特定専門工事
の該当

特定専門工事
の該当

一 般 / 特 定 の 別 一 般 / 特 定 の 別 一 般 / 特 定 の 別

安 全 衛 生 責 任 者 安 全 衛 生 責 任 者

代 表 者 名 代 表 者 名 代 表 者 名 代 表 者 名

許 可 番 号 許 可 番 号 許 可 番 号 許 可 番 号

一般 / 特定の別

　工期 年　　月　　日～　　　年　　月　　日

【一次下請】 【二次下請】 【三次下請】 【四次下請】

工
事

杭
基
礎

　工期 年　　月　　日～　　　年　　月　　日 　工期 年　　月　　日～　　　年　　月　　日 　工期 年　　月　　日～　　　年　　月　　日

専 門 技 術 者 専 門 技 術 者 専 門 技 術 者 専 門 技 術 者

担当工事
内　　　容

担当工事
内　　　容

担当工事
内　　　容

担当工事
内　　　容

工
事

工
事

工
事

工
事

一 般 / 特 定 の 別 一 般 / 特 定 の 別

主 任 技 術 者 主 任 技 術 者

年　　月　　日～　　　年　　月　　日 　工期

特定専門工事
の該当

許 可 番 号 許 可 番 号

工
事

工
事

工

事

工

事

主 任 技 術 者

代 表 者 名

一般 / 特定の別

専 門 技 術 者

特定専門工
事の該当

専 門 技 術 者

工
事

工
事

工
事

主 任 技 術 者 主 任 技 術 者

安全衛生責任者 安 全 衛 生 責 任 者

記入例 作成建設業者が発注者と締結
した契約書に記載された工期を
記入

作成建設業者の商
号名称を記入
建設ｷｬﾘｱｱｯﾌﾟｼｽﾃ
ﾑを活用する場合に
はIDを記入

一次下請を監督する
ために作成建設業
者が監督員を置いた
場合に氏名を記入

作成建設業者が置
いた監理（主任）技
術者の氏名を記入 作成建設業者が監

理技術者補佐を置い
た場合に氏名を記入

作成建設業者が専
門技術者を置いた
場合に氏名及び担
当する工事内容を
を具体的に記入

〇参考
・専門技術者は、土木一式工事又は建築一式工事を請け
負った業者が、その一部を自ら施工する場合等に配置する
必要があります。（建設業法）
・統括安全衛生責任者は、特定元方事業者の従業員と関係
請負人の従業員の合計が50人以上（ずい道建設、一定の橋
梁建設など特定の仕事では30人以上）の場合、選任する必
要があります。（労働安全衛生法）
・元方安全衛生管理者は、統括安全衛生責任者を選任しな
ければならない場合において、事業者が選任する必要があ
ります。（労働安全衛生法）
・安全衛生責任者は、特定元方事業者（元請）が統括安全
衛生責任者を選任しなければならない場合において、仕事
を自ら行う関係請負人（下請負人）が各々選任する必要が
あります。（労働安全衛生法）

作成建設業者が統
括安全衛生責任者
を置いた場合に氏
名を記入

作成建設業者が元
方安全衛生管理者
を置いた場合に氏
名を記入

下請負人の商号名称を記入
建設ｷｬﾘｱｱｯﾌﾟｼｽﾃﾑを活用す
る場合にはIDを記入

下請負人が請け負った建設工
事の具体的内容を記入

下請負人の建設業の許可番号
を記入

下請負人の建設業許可の種類
（一般建設業or特定建設業）を
記入

下請負人が安全衛生責任者を
置いた場合に氏名を記入

下請負人が主任技術者を置い
た場合に氏名を記入
特定専門工事（下請代金の合
計額が3,500万円未満の「鉄筋
工事」及び「型枠工事」）の該当
の有無を記入

下請負人が請け負った建設工
事の契約書に記載された工期
を記入

下請負人が専門技術者を置い
た場合に氏名及び担当する工
事内容を具体的にを記入
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５ 再下請通知に関する通知 

⑴ 掲示場所 

工事現場の見やすい場所 

⑵ 標識寸法 

規定なし 

⑶ 掲示根拠 

建設業法施行規則 第 14 条の 3 

または 

下請業者への書面通知(例)

現場への掲示文(例)
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６ 建退共事業主の現場標識 

⑴ 掲示場所 

現場事務所及び工事現場の出入り口など見やすい場所 

⑵ 標識寸法 

大（Ａ３判）又は小（Ａ４判）のシールのいずれか 

⑶ 掲示根拠 

・建退共制度改善方策について 

（厚生労働省、国土交通省、建退共本部）H11.3.18 

・公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針 

第２入札及び契約の適正化を図るための措置 5（5）のハ 

⑷ その他 

電子申請方式を採用した工事現場には、①に加え②も掲示すること 

①建退共適用工事 

                Ａ３版           Ａ４版 

 ②電子申請方式 
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７ 再生資源利用（促進）計画 

⑴ 掲示場所 

工事現場の公衆の見やすい場所 

⑵ 標識寸法 

(縦)29 ㎝以上 × (横)42 ㎝以上（A3 用紙程度） 

⑶ 掲示根拠 

・建設業に属する事業を行う者の再生資源の利用に関する判断の基準

となるべき事項を定める省令第 9 条第 4 項及び建設業に属する事業

を行う者の指定副産物に係る再生資源の利用の促進に関する判断の

基準となるべき事項を定める省令第 8 条第 8 項 

・資源有効利用促進法の政令及び省令の改正について（不動産･建設経

済局建設業課）施行 R5.1.1 

⑷ その他 

大垣市においては、100 万円以上で該当するすべての工事が対象とな

る 
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８ 道路使用許可証 

⑴ 掲示場所 

工事現場の公衆の見やすい場所 

⑵ 標識寸法 

許可証の写し等で、確認しやすい大きさ 

⑶ 掲示根拠 

・道路交通法 第 77 条 第 1 項の規定 

・道路使用許可条件 

⑷ その他 

大垣市においては、工事看板に許可番号等を掲示し、道路使用許可

証は現場代理人等が携帯すること 

道 路 使 用 許 可 申 請 書

   年    月    日

        大 垣 警  察  署  長  殿

                               住  所

                                      申  請  者

                                              氏  名         

道 路 使 用 の 目 的 ○ ○ ○ ○ 工 事

場 所 又 は 区 間 大垣市  〇〇 町 〇〇  

期      間 令和 〇 年 〇月  〇日 〇時から 令和 〇  年〇月〇日 〇

時まで

方 法 又 は 形 態

添 付 書 類

現  

場

責 任

住 所 大垣市丸の内〇丁目〇〇

氏 名 ○○建設㈱  現場代理人 〇〇

〇〇

電話

第      号

道 路 使 用 許 可 証

上記のとおり許可する。ただし、次の条件に従うこと。

 条件

            年   月   日

警 察 署 長

印
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９ 有資格者票 

⑴ 掲示場所 

作業場の見やすい場所（数が多い場合は、職務を併記した一覧表で

も可） 

⑵ 標識寸法 

規定なし 

⑶掲示根拠 

・労働安全衛生法 第 59 条 第 3 項（安全衛生教育） 

・労働安全衛生規則 第 36 条（特別教育を必要とする業務）  

・労働安全衛生法 第 61 条（就業制限） 

・労働安全衛生法施行令 第 20 条（就業制限に係る業務） 
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10 作業主任者票 

⑴ 掲示場所 

作業場の見やすい場所 

（数が多い場合は、職務を併記した一覧表でも可） 

⑵ 標識寸法 

規定なし 

⑶ 掲示根拠 

・労働安全衛生法 第 14 条（作業主任者） 

・労働安全衛生規則 第 18 条（作業主任者の氏名等の周知） 
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11 緊急時連絡体制表 

⑴ 掲示場所 

事務所、詰所等の見やすい場所（関係連絡先、担当者及び電話番号

を記入する） 

⑵ 標識寸法 

規定なし 

⑶ 掲示根拠 

・労働安全衛生規則 第 642 条の 3 

・国土交通省土木工事安全施工技術指針 第 4 節工事現場管理 5 ⑶ 

緊急時連絡体制表

発注者

大垣労働基準監督署 中部電力

TEL：0584-80-5081 TEL：

大垣警察署 大垣ガス

TEL：0584-78-0110 TEL：

大垣消防組合消防本部 大垣市水道部水道課

TEL：0584-87-0119 TEL：

○○市役所 ＮＴＴ

TEL： TEL：

△△市役所 大垣市民病院

TEL： TEL：

(株)○○建設

TEL：

(株)○○○組

TEL：

本社

TEL：

○○安全部長

TEL：

TEL：

現場代理人　○○　△△

TEL：

主任（監理）技術者　○△　○△

TEL：

○○建設㈱

○○建設㈱

○○部△△課

大垣市

TEL：

一般監督員

TEL：
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12 安全管理組織図 

⑴ 掲示場所 

作業場の見やすい場所 

⑵ 標識寸法 

規定なし 

⑶ 掲示根拠 

労働安全衛生規則 第１２条の４ 

⑷ その他 

施工体系図に工事作業所災害防止協議会兼施工体系図の様式を使用

し、掲示している場合は掲示不要 
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13 事前調査結果及び建築物等の解体等の作業に関するお知らせ 

⑴ 掲示場所 

工事現場の公衆の見やすい場所 

⑵ 標識寸法 

(縦)29.7 ㎝以上 × (横)42 ㎝以上 又は 

(縦)42 ㎝以上 × (横)29.7 ㎝以上   （A3 用紙程度） 

⑶ 掲示根拠 

① 解体工事に係る調査及び説明等 

 ・大気汚染防止法第 18 条の 15 第 5 項 

② 解体工事に係る掲示の方法 

 ・大気汚染防止法施行規則第 16 条の 9 

③ 解体工事に係る掲示の事項 

 ・大気汚染防止法施行規則第 16 条の 10 
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14 産業廃棄物保管所 

⑴ 掲示場所 

保管施設の出入口等、見やすい場所 

⑵ 標識寸法 

(縦)60 ㎝以上 × (横)60 ㎝以上 

⑶ 掲示根拠 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則 第 8 条（産業廃棄物

保管基準）、第 8 条の 13（特別管理産業廃棄物の保管基準） 

⑷ その他 

保管場所周囲には囲いを設けなければならない 


